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保育園給食における食物アレルギー児の
実態調査 I
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1. はじめに
　近年、我が国においては、少子化や核家族化、ラ
イフスタイルの変化、育児不安を訴える親の増加、
中食・外食産業の増加、朝食欠食率の増加、孤食な
ど様々な問題が取り上げられており、母子をとりま
く社会の環境や食生活は大きく変化している。1)2)3)4)
食環境が多様化している現在社会において、保育の
現場で「食育」がどうあるべきかをはじめて示した
「保育所における食育に関する指針」が平成16年3
月に厚生労働省より通知され、平成21年4月に改定
されている。また、平成17年6月には「食育基本
法」が公布された。子供たちが豊かな人間性をはぐ
くみ、生きる力を身に付けていくためには、何より
も「食」が重要であるとし、食育を「生きる上での
基本であって、知育・徳育･体育の基礎となるべき
もの」と位置づけ、食育の推進が求められ保育の現
場での食育活動も盛んに行われるようになった。
　平成15年に厚生労働省が行なった全国のアレル
ギー疾患調査では、皮膚、呼吸器、及び目鼻の各症
状のいずれかのアレルギー様症状の割合は、全体の
35.9％であり、その原因として、住環境の変化や、
食生活の変化が重要な因子のひとつとして考えられ
ている。5)6)7)
　食物アレルギーは、ときに生命を脅かす危険性の
ある、乳幼児に見られる代表的なアレルギー疾患の
ひとつである。日本小児アレルギー学会「食物アレ
ルギー診療ガイドライン2012」では「食物アレル
ギーとは、ある特定の食物を摂取することにより免
疫学機序を介して生体に不利な症状（皮膚･粘膜・
消化器・呼吸器アナフィラキシー反応など）が惹起
される現象」と定義されている。8)
　わが国の食物アレルギーの有病率は、諸家らの報
告によると、乳児期が5～10％、学童期では1～2％
と考えられている。9)食物アレルギーの治療の基本
は、原因食物の除去であるが、乳児・幼児早期の即
時型食物アレルギーの主な原因である卵、乳製品、
小麦は、その後加齢とともに耐性を獲得するといわ
れており、解除の時期・程度も異なるため、主治医
と充分に相談し、対応食を進めることが重要とされ
10)、保育施設での対応給食の実施についても重要と
される。
　近年、保育園関係者より、食物アレルギーを持っ
た子供が多いという訴えを聞くことが増えた。本学
でも、給食管理実習（学外）における保育園での実
習報告では食物アレルギー児への給食を行っている
保育園が多くなってきた。
　また、平成18、19年度の厚生労働科学研究調査結
果によると、食物アレルギー児を持つ保護者の悩み
は食物アレルギーと診断された直後は献立や調理に
関することが多く、除去食開始後は1歳以上では食
材購入や外食に関する悩みが多くなり、経過によっ
て保護者の悩みは変化が見られ、栄養指導では、栄
養面の指導に終始するだけでなく患児、保護者が日
常的に抱えている悩みにも配慮する必要があるとさ
れている。9)平成23年3月には厚生労働省から「保育
所におけるアレルギー対応ガイドライン」が出さ
れ、保育所職員が保育所での具体的な対応方法や取
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り組みを共通理解するとともに、保護者も含め、保
育に関わる機関が連携をとりながら組織的に取り組
むことが求められている。12）
　このような状況を背景として、保育園における食
物アレルギー児への対応はますます重要な課題と
なっている。
　以上のことから、今回、保育園での食物アレル
ギー児の実態や現場での問題点を探ることを目的と
して、実際に保育園児の保護者および保育園関係者
にアンケート調査を実施したので、保育園の職員の
回答結果を「保育園給食における食物アレルギー児
の実態調査Ⅰ」として報告する。
２．方法
　同意を得られた埼玉県K市の保育園2施設の職員
30名に対して、無記名自記式のアンケート調査票を
配布し、後日郵送にて回収を行なった。調査日は職
員の勤務時間の関係上、平成23年12月27日・平成24
年1月10日から平成24年1月15日とに分けて回収し
た。
　職員への無記名自記式のアンケート調査の質問項
目は、保育園概要として、園児数、職員数、保育時
間、保育園児の年齢分布、食物アレルギー児の有無
および数、アレルゲンの種類、記入者の年齢・性
別・職種・就業年数のほか、給食における対応状
況、意識調査として、保育園での給食作りや食事介
助での注意点、困っている点、利用の希望、食物ア
レルギー児の確認方法、食物アレルギーの対応方
法、など合わせて17項目を調査した。回答方法とし
ては、ほぼ選択回答方式とし、利用の希望について
は自由記述欄も設けた。それぞれの項目ごとに集計
し、検討・考察を加えた。なお、分析は統計解析
パッケージSPSS14.0Jを使用しχ二乗検定により有意
性の検定を行なった。　
　
３．結果及び考察
　埼玉県K市の保育園2施設の職員44名中同意の得
られた30名（内訳　A保育園：24名、B保育園：6
名）にアンケート調査を行い、結果を得たので、以
下に示す。
　30名の年齢の平均28.7歳±8.7歳、男女比は、男性
職員3.3％（1名）、女性職員97％（29名）と女性職
員が多くを占めていた。また、記入者の属性では、
保育士24名（80.0％）、栄養士3名（10％）管理栄
養士1名（3.3％）その他として調理師2名（6.6％）
だった。保育担当者（保育士）は全体の80％、給食
担当者（管理栄養士、栄養士、調理師）は20％で
あった。A保育園、B保育園ともに給食専用の担当
者として、管理栄養士・栄養士が配属されていた。
勤務経験年数は、0～1年未満が12名、1～5年が12名
で最も多かった。（図1）A保育園・B保育園の保育
園児130名の年齢分布は図２に示すとおりである。
（図2）そのうち食物アレルギー児は4名で、4名全
員が医師からの指示書を保育園に提出しており、医
師の指示の元に給食の対応（除去食）が実施されて
いた。今回、調査した2施設では、アレルギー児の
占める割合は、A保育園では、3.4％、B保育園では
2.4％であり、2保育園の合計では、全体で3.1％（4
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図1．回答者の就業年数
図2．保育園児の年齢分布
名/130名中）で、平成21年に日本保育園保健協議会
が実施した保育所における食物アレルギーに関する
全国調査結果の4.9％9）に比し、低い値を示してい
た。（表1）A保育園の3名の食物アレルギー児（0
歳男児：1名、2歳女児：1名、５歳女児：1名）は3
名全員が卵を原因食品としており、5歳女児におい
ては卵のほか、乳とそばにもアレルギーがあった。
B保育園のアレルギー児は1名（1歳男児：1名）であ
り、アレルギーの原因食品は卵であった。(表2)
　A保育園、B保育園ともに除去食の有無について
は、除去食を実施しており、献立から原因食品を抜
くなどの個別対応をしていた。代替食についてもA
保育園、B保育園ともに実施しており、具体例とし
ては、卵の代わりに小麦粉を代用し、衣やつなぎを
作る、卵を肉に変更した献立とし、栄養素が不足し
ないようにしているという回答であった。食物アレ
ルギー児への栄養指導では過剰に除去に陥らないこ
と（個別対応）、食物日誌を活用する、代替食品の
情報提供や、生活の質を高めるための様々なレシピ
や調理の指導も行なうとされているが10)、保育所で
の給食担当者は食物アレルギー児への配慮が求めら
れている。
　食物アレルギー児への食事についての注意点につ
いての回答を図3に示した。（複数回答）保育担当
者、給食担当者ともに注意点の回答数は多く、注意
している点（複数回答）は全体では、「楽しい食事
環境作り」（86.7％）「主食・主菜・副菜を組合わ
せて食べる」（83.3％）、「野菜を充分に食べる」
（76.7％）「牛乳・乳製品を摂る」（73.3％）の順
に高かった。注意点を挙げた項目数は保育士が平均
8項目、給食担当者が平均9項目だったが、全体では
平均8項目だった。保育担当者、保育担当者とも
に、困っている点に比べ、注意をする点の回答の項
目数が多かった。職種による回答の多い順は、保育
担当者では、①楽しい食事環境作り（91.7％）、②
主食・主菜・副菜の組合わせ（79.2％）、③野菜を
充分に食べる（75.0％）、④牛乳・乳製品を摂る
（70.1％）、であったが、給食担当者では、①主
食・主菜・副菜の組合わせ（100％）、②食塩の多
い料理を控える（83.3％）、③野菜を充分に食べる
（83.3％）、④牛乳・乳製品を摂る（83.3％）で
あった。
　給食担当者は、実際に給食を作るための具体的な
注意点の回答が多かったが、「楽しい食事環境作
り」に対しては66.7％という回答で、保育担当者に
比し、低い傾向を示した。また、「他のスタッフと
の連携」については、保育担当者は41.7％、給食担
当者は83.3％であった。
　保育所において食物アレルギー症状の誘発を最小
限に抑制するためには、原因となる食品の除去に加
え、新規に誘発させないことが大切であるが、離乳
食などを通して初めて食べる食物は、基本的に、ま
ず家庭で食べるようにするなど、家庭との連携も重
要になる。注意点として、「家庭との連絡」を上げ
たものは、全体では　50.0％であったが、職種別で
見ると給食担当者の回答（16.7％）に比し、保育担
当者の回答（58.3％）が高かった。
　食物アレルギー児の給食で困っている点（複数回
答）では、保育園の全職員では「食物アレルギー症
状が出るか心配」が76.7％と最も高かった。次に、
「メニューが同じものになりやすい」「調理器具の
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表1．保育園別にみた食物アレルギー児の在籍状況
表2．保育園別にみた食物アレルギー児の原因食品
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図3．保育園給食で注意している点　　
　　　　　　（複数回答　あり）
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使い分け」の順で回答が高かった。（図4）食物ア
レルギー児の給食で困っている点では、保育士が平
均3項目、給食担当者が平均2項目で、全体では平均
3項目だった。給食担当者のほうが給食作りでの
困った点についての訴えは少なかった。職種による
回答の多い順は、保育担当者では、①アレルギーが
でるか心配（87.5％）、②メニューが同じものにな
りやすい（54.2％）、③家庭との連絡（33.3％）、
④調理器具の使い分け（29.2％）、であったが、給
食担当者では、①メニューが同じものになりやすい
（ 6 6 . 7％）、②アレルギーがでるか心配
（33.3％）、③調理器具の使い分け（33.3％）、④
時間がかかる（16.6％）であった。
　一般に保育所の調理室は小規模であり、人員も不
足しがちなことから、給食担当者は、効率的に調理
を行い、混入が無いようにし、事故を未然に防ぐこ
とが大切である。保育所では事故予防管理や、栄養
管理が重要だが、保育所では食事形態に違いが見ら
れ、給食対応は煩雑になりやすく、誤食事故が発生
しやすい状況があり、実際のアンケート結果でも
「食物アレルギー症状が出るか心配」と答えたもの
が多かった。2保育園ともに、除去食を実施してい
たが、卵、牛乳、小麦のいずれかを除去している場
合、除去品目数が増えるにつれて、家庭内外での食
生活の制約が大きくなり、QOLが低下するとされて
おり9)11)、困っている点では「メニューが同じもの
になりやすい」という回答が56.7％であった。また
保育担当者では、注意する点と困っている点の両方
で「家庭との連絡」を挙げていた。
４．まとめ　
　今回のアンケートの結果、調査を実施した保育園
では全国調査の値に比べ、アレルギー児の占める割
合は低かった。保育園の職員は、食物アレルギー児
に対する給食で困っている点として、「食物アレル
ギー症状が出るか心配」と答えたものが最も多く見
られた。次に、「メニューが同じものになりやす
い」「調理器具の使い分け」の訴えが多かった。保
育所における給食は、子どもの発達段階を考慮した
上で、安心･安全に、栄養面が確保されるだけでな
く、おいしく、楽しく食べられる事も求められてい
るが、アレルギー児にとってはそれだけではなく、
給食担当者は、効率的に調理を行い、混入が無いよ
うにし、事故を未然に防ぐことが大切である。保育
所では事故予防管理や、栄養管理が重要だが、保育
所では保育児童の年齢によって食事形態に違いが見
られ、給食対応は煩雑になりやすく、誤食事故が発
生しやすい状況でもあり、アンケート結果でも「食
物アレルギー症状が出るか心配」と答えたものが多
かった。
　注意している点（複数回答可）には「楽しい食事
環境作り」（86.7％）「主食・主菜・副菜を組み合
わせて食べる」（83.3％）、「野菜を充分に食べ
る」（76.7％）「牛乳・乳製品を摂る」（73.3％）
の順に高かった。給食作りで注意する点において、
「楽しい食事環境作り」が保育担当者に比し、給食
担当者で低かった。
　初めて食べる食物は、基本的に、まず家庭で食べ
るようにするなど、家庭との連携も必要になる。ま
た、アレルギー食対応中に耐性の獲得が進むことも
あるため、定期的に指示書の確認なども必要にな
る。食物アレルギー児をもつ保護者は、育児不安を
訴えることも多く、保育所の職員は、保護者の声に
耳を傾ける努力が必要である。我が国では、女性の
雇用者の増加等社会情勢の変化の中で、保育園を利
用する世帯も増え、食に関しては簡便化志向の高ま
りや外部化が進展しており、中食・外食の利用頻度
が増加している。また、夕食の摂食時間の遅れ、料
理にかける時間の短縮もみられる。13)以上のことか
ら、保育園に子どもを託児する保護者の間でも、今
後も中食や外食などの利用は一層進むことが予測さ
れるが、食物アレルギー児を育児する保護者たちに
は、使用材料の確認、加工食品の原材料表示の確認
など、不安や負担に感じることも多く14)、より一層
の保育支援が重要であると考える。また、食物アレ
ルギーは乳幼児期の成長に栄養学的な不利が指摘さ
れることが多いが、子どもの健康状態、アレルギー
の状態を正確に把握するとともに母親への支援、保
育園と保護者、保護者と医療関係者及び保育園など
との連携も必要である。
　保育園児に食物アレルギー児が増えている現在、
アレルギー除去食に必要な専門知識、また、保護者
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への栄養指導能力をもった栄養士がより多く配置さ
れること、また、食事介助に当たる保育士にもアレ
ルギー対応の専門知識が必要であり、保育士、栄養
士などの職場でのより綿密な連携が望まれる。
　今回の報告は2保育園の職員30名の結果を報告し
たが、本報告では現時点では対象数が少ないことか
ら、引き続き他の施設でも同様にアンケート調査を
実施している。多くのデータを検討することでより
傾向を明らかにするとともに、保護者に対しても、
食物アレルギー児を養育する保護者の育児負担など
のアンケートを実施し、保育者と保護者の結果との
比較検討などを行い「保育園給食における食物アレ
ルギー児の実態調査Ⅱ」として今後、報告する予定
である。
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